
人事部の、
今、あるべき形

はじめに

世界の大企業が到達した、１つの「解」

　ミシガン大学のデイブ・ウルリッチ教授は、2009年に出

版した『HR Transformation』（邦題『人事大変革』）で人事

という機能における大きな変化の兆候を指摘し、その方向

性を論じた。人事は本来的にどんな役割を担うべきか、誰

のためにあるべきか、というスタート地点から人事の機能

やコンピテンシーがあらためて問われた。そして今、人事

の持つべき機能について、世界中の大企業は、１つの「解」

に到達しているようだ。

　一方、日本企業における標準的な人事部は、採用、教育、人

材の昇格や配置をつかさどり、制度の改定も実施する人事

企画、工場などの現場を担当する労務、そして海外に赴任す

る人や海外子会社の世話をするグローバル人事、などで組成

されている。ここでは、「人事のプロセスごとに発生するタス

ク」をベースに人事組織が形づくられているといえそうだ。

　仏教の世界に「因縁果」という言葉がある。ものごとが起

こっている原因は同じでも、影響要素が異なればもたらさ

れる結果は変わる。つまり、単純にグローバル企業が到達し

た解を真似ればいいわけではないが、グローバル化、テクノ

ロジーの進化といった同じ環境変化（人事機能が変わる原

因）に対峙しているということも無視できない難しさがある。

　本特集では、まずは、欧米のグローバル企業が、人事はど

のような機能を持つべきだと考えているのかを整理する。

その機能を実現するために、どのように人事という組織の

構造をつくり、それを実践する人事パーソンをどのように

育んでいるのかを取材を通じ、明らかにする。

　そして、日本企業のなかにも、これから求められる人事

の機能とは何か、という点に立脚して人事部の構造を変革

する企業が出てきた。「縁」はどのように「果」に影響するの

か。今後、日本企業がとるべき形を模索したい。

入倉由理子（本誌編集部）
いん ねん か

Text ＝ 入倉由理子（4～19P）　Photo ＝ しだらまさひろ、平山諭
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　ウルリッチ教授らが提示した人事

の変革モデルは、人事領域の研究者

と実務家によって紡ぎ上げられてい

る。それにあたって重視されたこと

は、端的にいえば、事業に寄り添い、

事業のパフォーマンスを高めるため

の戦略の立案と実行ができる人事で

あれ、そのために高いナレッジと専

門能力を有し、一方で事務的作業は

集約化せよ、ということだ。

　グローバル企業の人事部門の組

織構造に詳しいシンガポール経営

大学のリチャード・スミス氏は、「こ

の変革の方向がグローバル企業で

は既に主流」だと強調する。「1990

年代から続く戦略人事の潮流がよ

り強調され、人事は事業、ビジネス

リーダーにとって信頼できるアドバイ

ザーやコンサルタントとしての役割

を求められています」

　こうした要請を受け、グローバル

企業の人事は概ね４つの主たる機

能を持つという共通理解が生まれ

ている（７ページ図）。

●各事業部の成長と戦略実行を、人

材面から支えるビジネスパートナー

（以下BP）

●組織風土や経営理念の浸透や、将

来の経営幹部の育成など全社一気通

貫で行う活動（イニシアティブ）を推

進する組織開発（以下OD&TD）

●採用のプロ、処遇制度構築のプロ、

能力開発プログラム設計のプロ、な

ど、具体的な個別課題に特化したソ

リューション集団をまとめた専門セ

ンター（センター・オブ・エクセレンス、

以下CoE）

●給与計算や給与支払い業務、入退

社の管理などの事務部門を統括する

オペレーションズ（以下OPs）

　人事機能の中心は、BPだ。BPは事

業部門の成功を、人的資源の側面

から支援する。事業部門のトップの

右腕としてその問題意識を共有し、

また、その事業部門に所属する従業

グローバル企業の人事部の
機能論は１つに収斂しつつある

グローバル企業は、人事の機能をどのように整理しているのか。主な
４つの機能を紹介し、機能論が１つに収斂していった意味を考える。

重要な人事機能
ビジネスパートナー
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　既述のように、多くの日本企業で

は、人事のあるべき姿がこのような

４機能モデルで整理されてはいな

い。日本企業の人事の課題をIMD

シンガポール校の教授、マーガレッ

ト・コーディング氏はこう表現する。

 「たとえば、日本企業の海外現地法

人。これらの各国現地法人は、ほとん

どの場合、日本本社と切り離された

人材マネジメントシステムを持って

います。それぞれの地域におけるビ

ジネスのための人材の採用や育成、

処遇によりビジネスを運営している

という意味では、現地法人の人事部

はBP的な存在ともいえますが、全

社的なOD&TDの視点は、駐在員を

除いてローカルには届かないし、

CoEやOPsによる業務の選択と集中

もされていない。それぞれのローカ

ルが分断された状態であり、結果と

して事業体全体としての強さや将来

的なリーダーの育成には何の貢献も

できていないと言わざるを得ません」

　もちろん、「わが社のグローバル化

はまだ発展段階であり、全世界共通

というよりは、それぞれの現場でビジ

ネスを展開するための個別化・現地

化を優先する」という主張もあり得る。

　だが、全世界的に集約されつつあ

る４機能モデルは、「事業とそこで働

く人を支援する人事」を基盤とする、

という意味で普遍的であり、グロー

バル化の途上にあるにしてもこれを

無視すべきではない。

　以降のページでは、なぜこの４機

能モデルが普遍的だといえるのか。

これを稼働させるべく人事部の構造

を変えるとすれば、それはどのよう

に行うべきか。こうした問いへの答

えを見つけるべく、世界的に事業を

展開するグローバル企業に学ぶ。

員と向き合い、彼らの成長と問題の

解決を支援する。その事業が描く戦

略を実現するために、人と組織にま

つわるあらゆるニーズに応える事業

部の重要なパートナーである。

　BPを支援するのが、ほかの３つの

機能だ。CoEとは、人事のそれぞれの

専門領域に特化したコンサルティン

グ機能である。CoEの構築する各種

のソリューションを実際に実行・運

用するのが、OPsだ。多くの場合、定

型業務はアウトソーシングやシェアー

ドサービス会社への移行が行われて

いるため、OPsはこれらの外部委託

先の管理も業務とする。

　特徴的なのは、OD＆TDである。

「近年、ますます進むグローバル化の

なかで、ダイバーシティを巧みにマネジ

メントし、イノベーションを生むカル

チャーづくりを企業は志向していま

す。そのような組織文化づくり、それ

を牽引するリーダー人材開発は、人事

部への大きな期待となっています」

と、スミス氏は説明する。企業全体で

一貫性を持つために、OD＆TDは事

業を横断し、グローバル全体を視野に

入れた全社機能となっている。事業

の現場のBPを支援し、BPに協力を要

請しながら、それぞれの企業に独自

の理念・文化・風土とそれを実現する

リーダー育成をつかさどっている。

Richard R.Smith_Singapore Management University, 
Senior Lecturer of Strategic Management

リチャード・スミス氏

Margaret Cording_IMD SE Asia, Regional Director 
of Southeast Asia & Oceania, Professor of Strategy

マーガレット・コーディング氏

普遍的で無視できない
４機能モデル
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 経営
ボード

BPO、
シェアードサービス

OD＆TD センター・オブ・
エクセレンス
（CoE）

オペレーションズ
（OPs）

全社の組織開発（OD）、
タレント開発（TD）を
牽引する

社内におけるHR各専門領域の企
画・設計機能として、主にBPを支
援する

HRの実務のエキスパートとして、
地域横断、事業横断でコスト最適化、
効率化をするためにシェアードサービ
ス化、アウトソーシング化を推進する

○評価制度、報酬制度など各制度の構築
○研修プログラムや
　トレーニングメニューの開発
○人事システムの設計と開発

○給与計算・支給・福利厚生
○勤怠管理・労務
○人事システムの運用
○新卒採用実務運営
○駐在員管理　など

人事

グローバル企業の人事部の機能とは
ビジネスユニットの一部として、ビジネスリーダーや従業員を支援するBPを人事部の中
核に置き、それをOD&TD、CoE、OPsの３つの機能が支える。
この４機能モデルが現在、多くのグローバル企業の標準型になってきている。

各事業部門に寄り添い、ビジネスのパフォーマンスを最大化するために、
人と組織の側面から支援する

○ビジネスリーダーのパートナーとして、事業戦略に沿った人材戦略を立案
○人材戦略に則った採用、人材育成の計画・実行
○事業部の従業員の相談窓口　など

ビジネスパートナー（BP）各事業部

ットビジネスユニッ

主たるコミュニケーションの方向
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 「特に米国に本社を置くグローバル企

業では、この10年でこれらの機能を果

たせるように組織改編が行われてき

ました」と話すのは、日本ヒューレッ

ト・パッカード（以下、日本HP）の有賀

誠氏だ。「かつては現在の日本企業のよ

うに、本社、地域統括、現地法人など、

地域の軸が強かったため、人事部も本

社を中心に地域、国ごとにそれぞれ仕組

みを持ち、別々に運用されていました。

しかし、グローバル化がより進むと、国

や地域というものがあまり意味を持

たなくなり、事業という軸で国・地域を

超えて組織が編成されるようになりま

した。事業のボーダレス化の実態を踏

まえ、人事も形を変えたのです」（有賀

氏）。事業がグローバルに展開してい

るのに、人事は地域ごと、国ごととい

う地理的要件に縛られて分割されて

いるのではあまりに非効率だ。そこ

で、事業ごとに人事を切り分けるとい

う発想が生まれた。それがBPである。

　そして、共通化できるところや地域

でまとめるほうが効率的なところは、

BPとは別に集約化、標準化した。それ

がCoE、OPsである。

　もう１つは、より本質的な理由、

「事業の成長をより力強く支援するた

め」だ。「部門リーダーや従業員の

ニーズに応えるBPはとても多忙で

す。細かい給与計算やトレーニングの

企画・実施、入退社の実務などの機

能をCoEとOPsに集約することにより、

4 機能モデルを実現する
グローバル企業への　 の質問7　　
４機能モデルを実現する人事部門は、どのように組成され、そこにいる人事パーソンはどのような役割を担う
のか、また各機能を担う人事パーソンをどのように育成するのか。３社のグローバル企業から、４機能モデル
を実現する人事組織のつくり方を具体的に学ぼう。

Tanimoto Miho_日本GE　人事部組織人
材開発リーダー

谷本美穂氏
Kudo Tsukasa_GEヘルスケア・ジャパン
アジアパシフィック　人事本部長

工藤 司氏
Ariga Makoto_日本ヒューレット・パッ
カード　取締役執行役員人事統括本部長

有賀 誠氏
Shimada Yuka_ユニリーバ・ジャパン・
ホールディングス　取締役人事総務本部長

島田由香氏

なぜ、今、
４機能が重視されているのかQuestionQQ
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　日本企業にも事業部人事はある。

しかし、「日本企業の事業部人事と

BPは、その性格が異なります」と、ユ

ニリーバ・ジャパン・ホールディング

スの島田由香氏は強調する。島田氏

はユニリーバ・ジャパンの人事責任

者であるのと同時に、BPのリーダー

でもある。「BPは、事業のリクエスト

に応えるだけでなく、彼らがまだ言

語化していないニーズを引き出し

てその課題を解決しようとする。そ

こが大きな違いです」

　BPが支援する相手は、２種類ある。

１つは、ビジネスリーダーである。下

図のようにBPのリーダーは、ビジネ

スリーダーと常に向き合う、まさに

戦略の立案と実行のパートナー的

存在となる。GEヘルスケアジャパン

の工藤司氏は、GEにおけるヘルスケ

ア部門のアジアパシフィック（以下、

APAC）地域を管轄するBPである。

「基本的に意思決定をするのはビジ

ネスリーダー。私の場合、GEヘルス

ケアAPACのトップの意思決定を支

援する役割です」。採用、配置、昇進な

どの人事権は事業部、つまりビジネ

スリーダーにある。「人事に人事権は

一切ないのです。ただし、ビジネスを

強くするというゴールは同じ。リー

ダーの人事権の行使に際しても、BP

からのアドバイスを真剣に受けとめ

てもらうために、影響力を発揮する

ことが求められます。BPがインフル

エンサーであれ、と言われるのはそ

ういう理由でしょう」（工藤氏）

　影響力を発揮するには、事業に対

する深い理解や、そのときどきの状

況を正しく把握していること、意味

ある助言ができる高い見識が必要

だ。HPでは、各国のBPの機能は「HR

BPが戦略パートナーとして、より組

織と人材の育成に集中できる環境を

つくっています。各機能が専門性を活

かして最も重要な役割に集中するこ

とで、“One HR team”としてビジネス

により効率的・効果的に付加価値を

提供していくことができるのです」

と、日本GEの谷本美穂氏は説明する。

 「事業の成長を支えるのが人事」とい

う点は、現代において、どのような組

織でも反論はないのではないか。この

ことを強く意識している欧米グロー

バル企業の人事が、４機能モデルに

基づいた組織体制になっていくのは、

半ば必然といえるのだ。

●BPは事業の重要なパートナー

メンバー

リーダー

リーダー

メンバー

BPはニーズに応える人である。要員計画の場合、うちの課は何人必要、というリクエストを
聞き、それに応えるわけではない。ビジネスの成長戦略を実行しようとするとき、同じ営業で
もセールスの手法を変える必要がある。その場合、採用をどのようにして、既存の人材はどう
育成するかを提案。事業に対して人の側面から
戦略の立案や変更の要請を行うこともある。

事業部

HRBP チーム

As a trusted adviser
As a consultant

「BP」とは
どんな役割なのかQuestionQQ
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ゼネラリスト」と呼ばれる人々に

よって果たされる。HRゼネラリスト

はそれぞれ事業部の担当を持ち、日

本法人におけるその事業の成長ため

にあらゆる人事の知識とネットワー

クを駆使する。「彼らはビジネスにお

ける経営チームの一員。ですから、ビ

ジネスの戦略会議には常に参加して

いますし、事業の実情や予算と実績

の推移、競合や市場の動向まで認識

しています」（有賀氏）と言う。

　一方で、BPは事業部で働く個々の

従業員のパートナーという側面も持

つ。「それぞれのBPが担当する部署

で働く従業員の採用から退職まで、

キャリアや人生の相談も含めて、あ

らゆることをハンドルします」（島田

氏）。HPではHRゼネラリストが、担

当する事業部の従業員をきめ細かく

サポートしている。

　GEでは、エンプロイーサポートと

いう従業員のパートナーとしての役

割を専門に担う部署がつくられ、BP

とは切り離された。

　日々の相談役、となると、地理的

に近くにいることも必要になる。規

模の大きな拠点であれば、どの事業

部にもBPがいるが、地方支社や営

業所など、小さな拠点は複数の事

業部の集合体となり、各事業部にBP

を置くのは難しい。BPにとって“顧

客”は事業のなかのリーダーである

のと同時に、従業員である。それぞ

れのニーズにきめ細かく応える体制

をどう構築するかに、各企業が知恵

を絞っている。

　CoE、OPsは多忙なBPを専門知識・

能力で支える機能である。具体的に

はこういうことだ。あるエリアに新

たに営業拠点を設け、技術営業職を

10人、マネジャーを1人配置したいと

いうビジネスニーズがあったとす

る。BPは、それぞれの職種の人々に必

要なスキルを明らかにし、また、事業

部の財政と戦略をにらみながら、採

用する人材の処遇水準などの条件を

整える。これを受けて、どのような人

材をどのような手法でいつまでに採

用するのかという計画を立てるのが

CoEである。採用にあたっての細か

いプロセスや、それぞれの人材の入社

までの世話はOPsが担う。この２つの

機能を、どのような組織構造に埋め

込むかは、会社によって異なる。取材

した３社では２つの機能を１つの組

織内に置いている。

　機能の一部をセンター化すること

の意味は、BPの手間を省くと同時

に、地域を横断して同じベンダーを

活用し、量の力で交渉を優位に進め

られる点などにもある。また、HPにお

けるCoE、OPsを司る人事組織「ファ

ンクションズ」は、170カ国共通であ

り、そこには世界各国で起こる人

事課題の成功事例や失敗事例が蓄

積される。「国・地域、拠点を超えて

ナレッジが共有できます」（有賀氏）

　疑問もある。「領域」の専門家であ

る彼らは、「事業を支援する人事」と

いう命題の外にいるということなの

か。「確かにCoEやOPsのミッション

においては、空席ポジションの日数

をできるだけ縮めるというような数

値化されたKPIが多いのは事実です。

だからといって、彼らがビジネスの役

に立っていないわけではまったくあ

りません。CoEやOPsの仕事が、結果

としてビジネスを伸ばすということ

にどうリンクするのかを翻訳し、現場

に伝えることは、人事トップの重要な

役割だと考えています」（島田氏）

BP を支える
「CoＥ」「ＯPs」とは何かQuestionQQ
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